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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第９期

第２四半期連結
累計期間

第10期
第２四半期連結
累計期間

第９期
第２四半期連結
会計期間

第10期
第２四半期連結
会計期間

第９期

会計期間

自平成20年
５月１日
至平成20年
10月31日

自平成21年
５月１日
至平成21年
10月31日

自平成20年
８月１日
至平成20年
10月31日

自平成21年
８月１日
至平成21年
10月31日

自平成20年
５月１日
至平成21年
４月30日

売上高（千円） 5,327,1666,705,2622,594,7553,478,17010,767,429

経常利益（千円） 830,626 424,911 354,482 133,7761,522,373

四半期（当期）純利益（千円） 870,994 393,750 389,400 106,7151,674,448

純資産額（千円） － － 3,640,7877,312,9595,290,604

総資産額（千円） － － 9,212,01516,765,14014,395,230

１株当たり純資産額（円） － － 78,593.64139,210.6296,710.12

１株当たり四半期（当期）純利益

金額（円）
18,989.918,074.168,478.372,102.5136,393.95

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
18,458.687,811.258,270.912,013.0135,475.62

自己資本比率（％） － － 39.3 42.3 31.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,269,8361,108,165 － － 2,294,474

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△473,864△600,861 － － △718,449

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△392,2131,556,875 － － 849,270

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 1,998,4826,084,1944,020,018

従業員数（人） － － 310 460 438

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

　　　　２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
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２【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

　

３【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。　

名称　 住所
資本金

(千円)　
主要な事業の内容

議決権の所有割
合又は被所有割
合（％）

関係内容

（連結子会社）

エグゼモード株式会社
東京都千代田区 59,500　

デジタル機器・家

電の企画、開発、製

造、販売

　100.0

当社は、カスタマー

コールセンターの運営

・管理等を行っており

ます。

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年10月31日現在

従業員数（人） 460（208）

　（注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、当第２四

半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年10月31日現在

従業員数（人） 268（82）

　（注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含みます。）は、当第

２四半期会計期間の平均人員を（  ）外数で記載しております。

２．当社は平成21年10月にマーケティング営業スタッフを増員しており、これにより臨時雇用者数が増加してお

ります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当社グループは、ネットワーク維持費用及びユーザーのネットワーク利用度に応じて発生する費用が費用の大半

を占め、生産実績を定義することが困難であるため、生産実績の記載はしておりません。

(2）受注状況

　当社グループは、重要な受注生産を行っておりませんので、記載を省略しております。

(3）販売実績

　当第２四半期連結会計期間の販売実績をサービス区分ごとに示すと、次のとおりであります。

事業区分
当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

前年同四半期比（％）

個人向け領域 IPv6化プラットフォーム事業（千円） 1,252,463 98.0

法人向け領域
XaaS事業（千円） 1,893,453 166.8

XaaS支援事業（千円） 332,253 182.5

合計（千円）　 3,478,170 134.0

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．第１四半期連結会計期間より、事業の分類を「ブロードバンド化事業」「ユビキタス化事業」から「IPv6化

プラットフォーム事業」「XaaS事業」「XaaS支援事業」に変更しています。なお、前第２四半期連結会計期

間分を変更後の区分に読み替えて前年同四半期比を計算しています。　

２【事業等のリスク】

当第２四半期連結会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変

更があった事項は、次のとおりであります。

(１) 新株予約権の発行について

当社は、大和証券エスエムビーシー株式会社に対し、資金調達目的でファシリティ契約条件付の新株予約権の

発行をしておりましたが、平成21年8月7日をもってすべての新株予約権の行使が完了したため、当報告書提出日

現在、当該新株予約権は残存しておりません。
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３【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりであります。　

契約会社名 相手先名 契約の名称 契約締結日　 契約内容 契約期間　

フリービット

株式会社

（注）１．

KFE JAPAN株式

会社

株式譲渡契約

書

平成21年９月

29日

KFE JAPAN株式会社の所有するエグ

ゼモード株式会社の全株式を譲受け

る契約

平成21年9月30

日を効力発生

日とする。

フリービット

株式会社

（注）２．

メディアエク

スチェンジ株

式会社

株式譲渡契約

書

平成21年10月

９日

メディアエクスチェンジ株式会社の

種類株式の取得を行う。

平成21年10月

９日を効力発

生日とする。

（注）１．当社は平成21年９月29日開催の取締役会において、エグゼモード株式会社を完全子会社化することを目的と

してKFE JAPAN株式会社と同社の所有する株式を譲受ける株式譲渡契約書を締結することを決議し、同日契約

を締結、平成21年9月30日にエグゼモード株式会社を完全子会社としました。

２．当社子会社であるメディアエクスチェンジ株式会社は平成21年6月30日開催の第12回定時株主総会及び普通株

主による種類株主総会に基づき、全部取得条項が付された普通株式の取得、並びに残余財産分配優先株式であ

るA種種類株式の発行を行ないました。平成21年9月10日付の東京地方裁判所の許可を受け、上記全部取得条項

付普通株式1株につき、16,000分の１株の割合をもってA種種類株式の割当を行い、また発生したA種種類株式端

数相当分の売却を実施いたしました。本契約は上記一連の株式の取扱につき、当社が種類株式の取得をするこ

とによって子会社株式の追加取得に要する費用を支払うことを約したものです。

EDINET提出書類

フリービット株式会社(E05680)

四半期報告書

 5/35



４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況　

当第２四半期連結会計期間におけるわが国の経済は、昨年来の世界的景気後退を背景にした景気の悪化から一

部回復の兆しがみえるものの、企業収益悪化や、雇用情勢の悪化による個人消費の低迷など依然厳しい状況が続

いております。

インターネットの分野においては、ブロードバンド契約者数が平成21年６月末時点で3,093万契約（総務省公

表値）となり、平成21年3月末の契約数と比較して60万契約増加しました。中でもFTTHの契約数は1,589万契約

（総務省公表値）となり、ブロードバンドサービス合計数に占める割合が50％を超えるなど通信環境の高品質化

が進展しております。

このような環境の中、当社グループではISP事業者向けネットワークサービス、インターネット接続サービス、

集合住宅向けIP電話サービス、企業向けのVPNサービス等の拡大を図るべく積極的に事業を展開してまいりまし

た。

また、当社グループでは当連結会計年度を、中期経営計画「SiLK VISION 2012」の初年度として、今後大きく飛

躍するための投資期間と位置付けており、新サービスの開発、営業体制の強化、中国を皮切りに展開する海外進出

の準備等、当第２四半期連結会計期間においては引き続き、次の段階の成長に向けた積極的な取り組みを数多く

実施しました。

当第２四半期連結会計期間における法人向け領域のXaaS事業の売上高は、前連結会計年度末にメディアエクス

チェンジ株式会社(以下「ＭＥＸ」といいます)及び株式会社ギガプライズ(以下「ギガプライズ」といいます)

を連結子会社化したことでハウジングサービス、レンタルサーバサービス、インターネット接続サービスなどを

中心に取引高が増加し、前年同期比66.8％増の1,893,453千円(前年同期は1,135,236千円)となりました。

法人向け領域のXaaS支援事業については、ギガプライズにおけるアプリケーションソフト及びシステムの開発

を受託したこと等により前年同期比82.5％増の332,253千円(前年同期は182,048千円)の売上高となりました。

個人向け領域のIPv6化プラットフォーム事業の売上高は、連結子会社である株式会社ドリーム・トレイン・イ

ンターネット(以下「ＤＴＩ」といいます)が提供する個人向けインターネット接続サービスのうち、ひかりone

Tタイプ(旧TEPCOひかり)サービスの解約が増加したこと等により、前年同期比2.0％減の1,252,463千円(前年同

期は1,277,471千円)となりました。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間の売上高は前年同期比34.0％増の3,478,170千円(前年同期は

2,594,755千円)となりました。

　

当第２四半期連結会計期間の売上高と前第２四半期連結会計期間の売上高の比較

事業区分
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年８月１日
至　平成20年10月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

対前年同期
増減率（％）

個人向け領域
IPv6化プラット

フォーム事業(千円)
1,277,471 1,252,463△2.0％　

法人向け領域
XaaS事業(千円) 1,135,236 1,893,453+66.8％　

XaaS支援事業(千円) 182,048 332,253+82.5％　

合計（千円）　 2,594,755 3,478,170+34.0％　

（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．第１四半期連結会計期間より、事業の分類を「ブロードバンド化事業」「ユビキタス化事業」から「IPv6

化プラットフォーム事業」「XaaS事業」「XaaS支援事業」に変更しています。なお、前第２四半期連結会

計期間分を変更後の区分に読み替えて前年同四半期比を計算しています。
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なお、各事業の内容につきましては下記のとおりです。

事業区分 事業の内容 主要業務

個人向け領域
IPv6化プラット

フォーム事業

　個人向けにインターネット接続

サービスやユーザサポート及び

IPv6を用いたインターネット接続

サービスへの移行を支援する事業

・ＤＴＩによる個人向けISPサー

ビス

・様々な機器をサーバー化する

ServersManシリーズ

法人向け領域

　

XaaS事業

　法人向けに様々なプラット

フォームを提供し、そのプラット

フォームを利用して、各法人企業

が自社のエンドユーザに対して

サービスを提供する事業

・ISP事業者向けのプラット

フォーム

・マンション・寮といった大規模

な集合住宅や企業向けのISP

サービスやIP電話サービスを提

供するプラットフォーム

・VPNサービスをクラウド型で提

供するプラットフォーム

・通話報酬型広告事業のためのプ

ラットフォーム

・ＭＥＸにおけるサーバー運用環

境の提供を行うハウジング、ホ

スティングサービス

XaaS支援事業

　XaaS事業の各プラットフォーム

を導入する際に必要となるシステ

ムインテグレーションや様々なア

プリケーションソフトの受託開発

や業務系・医療系のシステム開発

等を行う事業

・ギガプライズにおける業務系・

制御系・モバイル系・ブログ系

及びSNS系など、アプリケーショ

ンソフトの受託開発

・ギガプライズにおけるレセプト

システム、介護事業者用システ

ム及びセキュリティ用システム

の開発

売上原価につきましては、ＭＥＸ及びギガプライズの事業原価が追加されたことに伴うネットワーク関連費用

や水道光熱費、通信設備利用料、業務委託費等の増加等により、前年同期比42.9％増の2,173,837千円(前年同期は

1,521,513千円)となりました。

販売費及び一般管理費につきましては、ＭＥＸ及びギガプライズの費用が追加されたこと、及びマーケティン

グ部門の強化、中国進出に向けた先行費用の発生等により前年同期比74.9％増の1,234,297千円(前年同期は

705,817千円)となりました。

営業外収益につきましては、ＭＥＸを連結子会社化したことにより負ののれん償却額82,667千円が発生したこ

と等により85,344千円となりました。

営業外費用につきましては、資金調達に伴い金融機関から借り入れた資金に対する支払利息が18,234千円発生

したこと等により21,602千円となりました。

以上の結果、当第２四半期連結会計期間におきましては、営業利益70,035千円(前年同期は367,424千円)、経常

利益133,776千円(前年同期は354,482千円)、四半期純利益106,715千円(前年同期は389,400千円)となりました。
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当第２四半期連結会計期間と前第２四半期連結会計期間の業績比較    　　　　　　　　　     （単位：百万円）

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年８月１日
至　平成20年10月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

差異
対前年同期
増減率（％）

売上高 2,594 3,478 883 +34.0　

売上総利益 1,073 1,304 231 +21.5　

販売費及び一般管理費 705 1,234 528 +74.9　

営業利益 367 70 △297 △80.9　

経常利益 354 133 △220 △62.3　

四半期純利益 389 106 △282 △72.6　

連結財政状態

当第２四半期連結会計期間末の総資産は16,765,140千円となり、前連結会計年度末と比べて2,369,909千円増

加しました。

これは、主として新株予約権の行使に伴う株式の発行、有価証券の取り崩し及び当第２四半期連結会計期間末

よりエグゼモード株式会社を子会社化したこと等により、現金及び預金が3,163,226千円増加したことによるも

のです。

負債は9,452,180千円となり、前連結会計年度末と比べて347,554千円増加しました。これは、主として短期借入

金が501,719千円増加したことによるものです。

純資産は、主に新株予約権の行使に伴い資本金及び資本剰余金が増加したことにより、前連結会計年度末と比

べて2,022,355千円増の7,312,959千円となり、この結果、自己資本比率は42.3％となりました。

(2）キャッシュ・フローの状況　

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は6,084,194千円となり、第１四半期連結会

計期間末と比較して580,002千円増加しました。

当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。　

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

営業活動による資金は、556,913千円の増加（前年同期は617,597千円の増加）となりました。これは主に、税金

等調整前四半期純利益が126,602千円、のれん償却額が160,700千円、未払金の増加が234,501千円あったことによ

るものです。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞　

投資活動による資金は、506,989千円の減少（前年同期は494,438千円の減少）となりました。これは主に、子会

社株式の取得による支出385,275千円、差入保証金の差入による支出が87,775千円あったことによるものです。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

財務活動による資金は、530,080千円の増加（前年同期は171,604千円の減少）となりました。これは主に、短期

借入金538,000千円の減少や、長期借入金の返済による支出が182,550千円あったものの、株式の発行による収入

が1,282,920千円あったことによるものです。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却等

について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はあり

ません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 131,184

計 131,184

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成21年10月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成21年12月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 50,915 50,915
東京証券取引所

（マザーズ）

当社では単元株

制度は採用して

おりません。

計 50,915 50,915 － －

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成21年12月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。
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（２）【新株予約権等の状況】

　旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

①　平成17年７月26日第５回定時株主総会において特別決議された新株予約権の状況

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成21年10月31日）

新株予約権の数（個） 380

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,140

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき　200,000

新株予約権の行使期間
平成19年７月28日から

平成24年７月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 200,000

資本組入額　　 100,000

新株予約権の行使の条件

①当社株式が日本国内の証券取引所に上場された日より

６ヶ月を経過した日及び権利行使期間の開始日のいず

れか遅い方の日以後においてのみ、新株予約権を行使す

ることができる。

②対象者は、新株予約権の行使時においても、当社又は当

社子会社、関連会社の取締役、監査役、従業員（顧問、相

談役を含む）の地位を保有していることを要する。

その他の条件については、本総会及び新株予約権発行にか

かる取締役会の決議に基づき、当社と対象者との間で個別

に締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるとこ

ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の質入その他の処分をすることができない。ま

た、新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）当社は平成19年12月１日をもって、１株につき３株の割合をもって株式分割を行っており、これに伴い上記「新株

予約権の目的となる株式の数」「新株予約権の行使時の払込金額」「新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額」は、それぞれ同日付で調整されております。
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　会社法第236条、第238条及び第239条の規定に基づき、発行した新株予約権は次のとおりであります。

②　平成18年７月28日第６回定時株主総会において特別決議された新株予約権の状況

区分
第２四半期会計期間末現在
（平成21年10月31日）

新株予約権の数（個） 130

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 390

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき　200,000

新株予約権の行使期間
平成20年７月28日から

平成25年７月27日まで

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　 200,000

資本組入額　　 100,000

新株予約権の行使の条件

①当社株式が日本国内の証券取引所に上場された日より

６ヶ月を経過した日及び権利行使期間の開始日のいず

れか遅い方の日以後においてのみ、新株予約権を行使す

ることができる。

②対象者は、新株予約権の行使時においても、当社又は当

社子会社、関連会社の取締役、監査役、従業員（顧問、相

談役を含む）の地位を保有していることを要する。

その他の条件については、本総会及び新株予約権発行にか

かる取締役会の決議に基づき、当社と対象者との間で個別

に締結する新株予約権の割当に関する契約に定めるとこ

ろによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の質入その他の処分をすることができない。ま

た、新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 －

　（注）当社は平成19年12月１日をもって、１株につき３株の割合をもって株式分割を行っており、これに伴い上記「新株

予約権の目的となる株式の数」「新株予約権の行使時の払込金額」「新株予約権の行使により株式を発行する

場合の株式の発行価格及び資本組入額」は、それぞれ同日付で調整されております。　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成21年８月１日～

平成21年10月31日
2,535 50,915 648,7933,033,685648,7931,661,902

 （注）新株予約権の行使による増加であります。

　

（５）【大株主の状況】

 平成21年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

石田　宏樹 神奈川県逗子市 8,751 17.18

田中　伸明 東京都渋谷区 6,978 13.70

ソニー株式会社 東京都港区港南１丁目７－１ 2,469 4.84

日本マスタートラスト信託銀行株

式会社（信託口）
東京都港区浜松町２丁目11－３ 2,343 4.60
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氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

カセイスバンクドイチランドカス

タマーアカウント

（常任代理人　株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行）　

東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 1,168 2.29

株式会社オービックビジネスコン

サルタント 
東京都新宿区西新宿６丁目８－１ 1,125 2.20

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６－１ 994 1.95

株式会社光通信 東京都豊島区南池袋１丁目16－15 881 1.73

エスジーエスエスエスピーエーパ

イオニアインベストメントエス

ジーアールピーエー

（常任代理人　株式会社三菱東京

ＵＦＪ銀行）　

東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 777 1.52

日本トラスティ・サービス信託銀

行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海１丁目８－11 731 1.43

計 － 26,217 51.49
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成21年10月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 50,915 50,915 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 50,915 － －

総株主の議決権 － 50,915 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が24株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数24個が含まれております。　

 

②【自己株式等】

 平成21年10月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

　

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
５月

６月 ７月 ８月 ９月 10月

最高（円） 700,000713,000635,000596,000614,000475,000

最低（円） 505,000573,000482,000538,000411,000416,000

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであります。

　新役名及び職名 　旧役名及び職名 　氏名　　 　異動年月日

　監査役 　常勤監査役 　佐野　正 　平成21年９月１日
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成20年８月１日から平成20年10月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成20年５月１日から平成20年10月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成21年８月１日から平成21年10月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年５月１日から

平成21年10月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成20年８月１日から平

成20年10月31日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成20年５月１日から平成20年10月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第２四半期連結会計期間（平成

21年８月１日から平成21年10月31日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成21年５月１日から平成21年10月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。

なお、従来から当社が監査証明を受けている監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日

をもって有限責任監査法人トーマツとなりました。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年10月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,084,194 2,920,967

受取手形及び売掛金 2,054,791 2,222,703

有価証券 － 1,099,050

商品及び製品 525,376 28,393

仕掛品 7,367 10,295

原材料及び貯蔵品 7,663 19,093

その他 979,508 1,075,610

貸倒引当金 △42,206 △44,223

流動資産合計 9,616,695 7,331,891

固定資産

有形固定資産 ※1
 592,135

※1
 452,644

無形固定資産

のれん 4,445,635 4,456,680

ソフトウエア 286,750 364,652

その他 37,525 29,343

無形固定資産合計 4,769,912 4,850,676

投資その他の資産

投資有価証券 860,798 943,774

差入保証金 771,778 640,025

その他 185,746 212,506

貸倒引当金 △31,926 △36,289

投資その他の資産合計 1,786,396 1,760,017

固定資産合計 7,148,444 7,063,339

資産合計 16,765,140 14,395,230

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 108,217 67,068

短期借入金 ※2
 2,601,719

※2
 2,100,000

1年内返済予定の長期借入金 766,848 713,400

未払金 2,419,316 2,479,022

未払法人税等 33,034 47,673

解約損失引当金 291,768 368,538

その他の引当金 8,819 8,854

その他 718,231 504,639

流動負債合計 6,947,956 6,289,196

固定負債

社債 － 200,000

長期借入金 1,452,264 1,726,600
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成21年10月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年４月30日)

引当金 18,410 18,297

負ののれん 842,007 808,059

その他 191,541 62,473

固定負債合計 2,504,224 2,815,430

負債合計 9,452,180 9,104,626

純資産の部

株主資本

資本金 3,033,685 1,854,425

資本剰余金 1,661,902 482,642

利益剰余金 2,389,536 2,134,562

株主資本合計 7,085,124 4,471,629

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,784 2,083

評価・換算差額等合計 2,784 2,083

新株予約権 － 23,751

少数株主持分 225,050 793,139

純資産合計 7,312,959 5,290,604

負債純資産合計 16,765,140 14,395,230
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年５月１日
　至　平成20年10月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年10月31日)

売上高 5,327,166 6,705,262

売上原価 3,055,731 4,257,586

売上総利益 2,271,435 2,447,675

販売費及び一般管理費 1,411,842 ※
 2,251,394

営業利益 859,592 196,281

営業外収益

受取利息 1,887 1,881

受取配当金 69 50

有価証券売却益 － 149

負ののれん償却額 － 150,006

助成金収入 － 115,511

その他 941 2,643

営業外収益合計 2,898 270,243

営業外費用

支払利息 30,118 36,442

その他 1,745 5,171

営業外費用合計 31,863 41,613

経常利益 830,626 424,911

特別利益

貸倒引当金戻入額 9,817 9,167

事業譲渡益 26,634 －

助成金収入 － 59,185

その他 5,521 158

特別利益合計 41,972 68,510

特別損失

固定資産除却損 834 5,553

投資有価証券評価損 1,584 －

持分変動損失 － 80

訴訟関連損失 － 3,000

特別損失合計 2,418 8,633

税金等調整前四半期純利益 870,180 484,787

法人税、住民税及び事業税 4,233 21,173

法人税等還付税額 △5,047 －

法人税等調整額 － 61,880

法人税等合計 △814 83,053

少数株主利益 － 7,983

四半期純利益 870,994 393,750
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自　平成20年８月１日
　至　平成20年10月31日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成21年８月１日
　至　平成21年10月31日)

売上高 2,594,755 3,478,170

売上原価 1,521,513 2,173,837

売上総利益 1,073,241 1,304,332

販売費及び一般管理費 ※
 705,817 1,234,297

営業利益 367,424 70,035

営業外収益

受取利息 1,839 852

負ののれん償却額 － 82,667

助成金収入 － 928

その他 697 896

営業外収益合計 2,537 85,344

営業外費用

支払利息 14,625 18,234

その他 853 3,368

営業外費用合計 15,479 21,602

経常利益 354,482 133,776

特別利益

貸倒引当金戻入額 6,514 1,329

事業譲渡益 26,634 －

その他 5,521 5

特別利益合計 38,670 1,335

特別損失

固定資産除却損 216 5,509

投資有価証券評価損 1,584 －

訴訟関連損失 － 3,000

特別損失合計 1,800 8,509

税金等調整前四半期純利益 391,352 126,602

法人税、住民税及び事業税 2,269 15,663

法人税等還付税額 △317 －

法人税等調整額 － △2,661

法人税等合計 1,952 13,001

少数株主利益 － 6,885

四半期純利益 389,400 106,715
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年５月１日
　至　平成20年10月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 870,180 484,787

減価償却費 204,221 178,091

のれん償却額 210,024 321,436

負ののれん償却額 － △150,006

貸倒引当金の増減額（△は減少） △17,377 △14,175

受取利息及び受取配当金 △1,956 △1,931

支払利息 30,118 36,442

為替差損益（△は益） 39 8

助成金収入 － △174,696

売上債権の増減額（△は増加） 136,436 465,583

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,684 20,780

その他の流動資産の増減額（△は増加） 154,962 55,169

仕入債務の増減額（△は減少） 3,233 △61,135

未払金の増減額（△は減少） 1,504,987 5,858

未払費用の増減額（△は減少） △1,815,870 －

その他 6,976 △178,045

小計 1,292,664 988,168

利息及び配当金の受取額 1,956 1,846

利息の支払額 △30,445 △31,870

助成金の受取額 － 174,696

訴訟関連損失の支払額 － △3,000

法人税等の還付額 11,369 7,663

法人税等の支払額 △5,708 △29,339

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,269,836 1,108,165

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △12,372 △58,828

無形固定資産の取得による支出 △504,098 △23,262

子会社株式の取得による支出 － △385,275

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る収入

－ 2,402

差入保証金の回収による収入 32,467 3,904

差入保証金の差入による支出 △4,360 △133,538

事業譲渡による収入 14,518 －

その他 △18 △6,264

投資活動によるキャッシュ・フロー △473,864 △600,861
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成20年５月１日
　至　平成20年10月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成21年５月１日
　至　平成21年10月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △120,000 △308,000

長期借入れによる収入 － 50,000

長期借入金の返済による支出 △346,000 △360,900

社債の償還による支出 △37,500 －

株式の発行による収入 112,800 2,332,769

配当金の支払額 － △136,023

その他 △1,513 △20,971

財務活動によるキャッシュ・フロー △392,213 1,556,875

現金及び現金同等物に係る換算差額 △23 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 403,734 2,064,176

現金及び現金同等物の期首残高 1,594,748 4,020,018

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,998,482

※
 6,084,194
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年10月31日）

１．連結の範囲に関する事項の変更 (1）連結の範囲の変更　

エグゼモード株式会社の全株式を平成21年９月30日付で取得したことに

伴い、当第２四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。なお、

取得日が同社第２四半期末日となるため、当第２四半期連結会計期間にお

いては、同社の貸借対照表のみを連結しております。

　 (2）変更後の連結子会社の数

4社　

　

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年５月１日

　　至　平成21年10月31日）

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間において区分掲記しておりました「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「未払費

用の増減額（△は減少）」（当第２四半期連結累計期間は79,659千円）については、当第２四半期連結累計期間に

おいて、金額的重要性が乏しくなったため、「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」に含めて表示して

おります。

当第２四半期連結会計期間

（自　平成21年８月１日

　　至　平成21年10月31日）

　(四半期連結貸借対照表関係）

前第２四半期連結会計期間において、流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「貯蔵品」は、四半期連

結財務諸表規則による流動資産の区分表示の改正（平成20年８月７日付内閣府令第50号）を機に「原材料及び貯蔵

品」に区分掲記しております。なお、前第２四半期連結会計期間の流動資産の「その他」に含まれる「貯蔵品」は、

2,060千円であります。

　前第２四半期連結会計期間において、投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証

券」は、金額的重要性が増加したため区分掲記しております。なお、前第２四半期連結会計期間の投資その他の資産

の「その他」に含まれる「投資有価証券」は、35,126千円であります。

　前第２四半期連結会計期間において区分掲記しておりました「未払費用」（当第２四半期連結会計期間末は

242,959千円）については、金額的重要性が乏しくなったため、流動負債の「その他」に含めて表示しております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年10月31日）

前連結会計年度末
（平成21年４月30日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、655,057千円であ

ります。　

　

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、2,694,261千円で

あります。

※２　担保資産

担保に供されている資産で、企業集団の事業の運

営において重要なものであり、かつ、前連結会計年度

の末日に比べて著しい変動が認められるものは、次

のとおりであります。

　

連結上相殺消去されている連結子会社株式

1,928,813千円

（上記に対応する債務）

短期借入金　　　　　500,000千円　

　

※２　担保資産

　

　

　

　

　

連結上相殺消去されている連結子会社株式

1,011,602千円

（上記に対応する債務）

短期借入金　　　　　950,000千円　

３　財務制限条項

長期借入金1,980,000千円（一年以内返済予定の長

期借入金660,000千円含む）について財務制限条項が

付されており、これに抵触した場合、借入先の要求に基

づき、借入金を一括返済する可能性があります。当該条

項は以下のとおりであります。

３　財務制限条項

長期借入金2,310,000千円（一年以内返済予定の長

期借入金660,000千円含む）について財務制限条項が

付されており、これに抵触した場合、借入先の要求に基

づき、借入金を一括返済する可能性があります。当該条

項は以下のとおりであります。

(1）各年度の第２四半期・本決算期末の単体及び連結

貸借対照表における純資産の部の金額を、直前の第２

四半期又は本決算期末の単体及び連結貸借対照表にお

ける純資産の部の金額又は2007年４月期末の単体の貸

借対照表における純資産の部の金額のいずれか大きい

方の75％の金額をそれぞれ維持すること。

(1）各年度の第２四半期・本決算期末の単体及び連結

貸借対照表における純資産の部の金額を、直前の第２

四半期又は本決算期末の単体及び連結貸借対照表にお

ける純資産の部の金額又は2007年４月期末の単体の貸

借対照表における純資産の部の金額のいずれか大きい

方の75%の金額をそれぞれ維持すること。

(2）各年度の第２四半期・本決算期末の単体及び連結

損益計算書における経常損益並びに当期損益に関し

て、損失を計上しないこと。

(2）各年度の第２四半期・本決算期末の単体及び連結

損益計算書における経常損益並びに当期損益に関し

て、損失を計上しないこと。　

(3）2008年４月期及び2009年４月期の第２四半期・本

決算期末の単体及び連結貸借対照表における有利子負

債の合計金額から、連結子会社からの有利子負債及び

現預金の合計金額を減じた金額を50億円以下に維持す

ること。

(3）2008年４月期及び2009年４月期の第２四半期・本

決算期末の単体及び連結貸借対照表における有利子負

債の合計金額から、連結子会社からの有利子負債及び

現預金の合計金額を減じた金額を50億円以下に維持す

ること。

その他、連結子会社に対する出資比率、担保提供、新

規投資、固定資産増加額等に一定の制限が設けられて

います。

　

2009年３月12日にて完了しているメディアエクス

チェンジ株式会社株式の公開買付け、並びに2009年９

月30日にて完了しているエグゼモード株式会社株式の

取得において、本財務制限条項のうち新規投資金額及

び固定資産増加額の上限の規定に抵触しております

が、契約先金融機関より、同公開買付け及び株式取得に

おいて該当する財務制限条項については承諾を受けて

います。

なお、上記の財務制限条項は2009年10月31日に適用

期間が終了しました。

その他、連結子会社に対する出資比率、担保提供、新

規投資、固定資産増加額等に一定の制限が設けられて

います。

　

なお、2009年３月12日にて完了しているメディアエ

クスチェンジ株式会社株式の公開買付けにおいて、本

財務制限条項のうち新規投資金額及び固定資産増加額

の上限の規定に抵触しておりますが、契約先金融機関

より、同公開買付けにおいて該当する財務制限条項に

ついては承諾を受けています。
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（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年５月１日
至　平成20年10月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年10月31日）

該当事項はありません。 ※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　 　 給与手当 466,645千円

前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年８月１日
至　平成20年10月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

該当事項はありません。

給与手当 142,772千円 　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年５月１日
至　平成20年10月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年10月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年10月31日現在）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年10月31日現在）

現金及び預金勘定 1,998,482千円

現金及び現金同等物 1,998,482千円

　

現金及び預金勘定 6,084,194千円

現金及び現金同等物 6,084,194千円

　

　

（株主資本等関係）

当第２四半期連結会計期間末（平成21年10月31日）及び当第２四半期連結累計期間（自　平成21年５月１日　至　

平成21年10月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　50,915株

２．自己株式の種類及び株式数

該当事項はありません。

３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年６月11日

取締役会
普通株式　 138,777　 3,000　 平成21年４月30日平成21年７月29日利益剰余金

５．株主資本の金額の著しい変動に関する事項

当第2四半期連結累計期間において、平成19年12月28日発行の行使価格修正条項付新株予約権が行使されたこ

と等により、発行済株式が4,656株、資本金及び資本準備金がそれぞれ1,179,260千円増加しております。この結

果、当第２四半期連結会計期間末において資本金が3,033,685千円、資本準備金が1,661,902千円となっておりま

す。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年８月１日　至　平成20年10月31日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成20年５月１日　至　平成20年10月31日）

当社及び連結子会社の事業は、インターネット関連事業の単一事業であります。

従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年８月１日　至　平成21年10月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年５月１日　至　平成21年10月31日）

当社及び連結子会社は、インターネット関連事業を主な事業としておりますが、当セグメントの売上高及び

営業利益の金額が、それぞれ全セグメントの売上高の合計及び営業利益の合計の90％を超えておりますので、

事業の種類別セグメント情報を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年８月１日　至　平成20年10月31日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成20年５月１日　至　平成20年10月31日）

重要な在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年８月１日　至　平成21年10月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年５月１日　至　平成21年10月31日）

重要な在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間（自　平成20年８月１日　至　平成20年10月31日）及び前第２四半期連結累計期間

（自　平成20年５月１日　至　平成20年10月31日）

海外売上高がないため、海外売上高の記載を省略しております。

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年８月１日　至　平成21年10月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自　平成21年５月１日　至　平成21年10月31日）

海外売上高がないため、海外売上高の記載を省略しております。
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（企業結合等関係）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年８月１日　至　平成21年10月31日）

（メディアエクスチェンジ株式会社の完全子会社化）　

１．結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称

並びに取引の目的を含む取引の概要

(1) 結合当事企業又は対象となった事業の名称及びその事業の内容

　メディアエクスチェンジ株式会社(以下、「ＭＥＸ」)

　企業向けデータセンター運営及びインターネット接続サービス等

(2) 企業結合の法的形式

　株式取得

(3) 結合後企業の名称

　変更はございません。

(4) 取引の目的を含む取引の概要

　① 取引の目的

　　グループシナジーの最大化を図るため

　② 取引の概要

　当社子会社であるＭＥＸは、平成21年６月30日開催の第12回定時株主総会及び普通株主による種類株

主総会に基づき、全部取得条項が付された普通株式（以下、「全部取得条項付普通株式」）の取得、並

びに残余財産分配優先株式であるＡ種種類株式（以下、「Ａ種種類株式」）の発行を行いました。

　また、平成21年９月10日付の東京地方裁判所の許可を受け、全部取得条項付普通株式１株につき、

16,000分の１株の割合をもってＡ種種類株式の割当てを行い、また発生したＡ種種類株式端数相当分

の売却を実施いたしました。

　上記の手続きの結果、当社のＭＥＸの議決権比率は100％となっております。

　

２．実施した会計処理の概要

「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成19年11月15日　公表分）に基づき、共

通支配下の取引等として会計処理を行っております。

　

３．子会社株式の追加取得に関する事項

(1) 被取得企業の取得原価及びその内訳

被取得企業の取得原価 　 　385,275千円

取得原価の内訳 現金及び預金 385,275千円

 (2) 発生したのれんの金額等

負ののれんの金額 183,954千円

発生原因 ＭＥＸの取得原価が、取得した資産及び引き受けた負債に配分された純

額を下回ったため負ののれんが発生いたしました。

償却方法及び償却期間 ３年間で均等償却する方針です。

　

　

（エグゼモード株式会社の連結子会社化）

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業

の名称及び取得した議決権比率

被取得企業の名称 エグゼモード株式会社

取得した事業の内容 デジタル機器・家電の企画、開発、製造、販売

企業結合を行った理由 ユビキタス家電分野への進出のため

企業結合日 平成21年９月30日

企業結合の法的形式 株式取得

結合後企業の名称 エグゼモード株式会社

取得した議決権比率 100％

２．四半期連結会計期間及び四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれている取得した事業

の業績の期間

　該当期間はありません。

３．取得した事業の取得原価及びその内訳
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取得の企業の取得原価 　 179,983千円

取得原価の内訳 株式取得費用 176,250千円

　
株式取得に直接要した支出額（デューデリジェン

ス費用等）

3,733千円　

４．発生したのれんの金額等

のれんの金額 213,590千円

発生原因 エグゼモード株式会社の今後の事業展開によって期待される将来の収

益力

償却方法及び償却期間 ５年間で均等償却する方針です。

５．企業結合日に受入れた資産及び引受けた負債の額並びにその主な内訳

資産 負債

項目 帳簿価額 項目 帳簿価額

流動資産 908,073千円流動負債 1,000,766千円

固定資産 116,310千円固定負債 57,224千円

合計 1,024,383千円合計　 1,057,990千円

６．当該企業結合が当連結会計年度の開始の日に完了したと仮定したときの当四半期連結累計期間に係る四

半期連結損益計算書への影響の概算額

売上高 1,154,422千円

営業損失  67,783千円

経常損失 70,695千円　

当期純損失 70,782千円　

※１．上記情報は必ずしも将来起こりうるべき事象を示唆するものではありません。

また、実際に企業結合が期首時点に行われた場合の連結会社の経営成績を示すものではありま

せん。

※２．概算額の注記につきましては、監査証明を受けておりません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
（平成21年10月31日）

前連結会計年度末
（平成21年４月30日）

１株当たり純資産額 139,210.62円 １株当たり純資産額 96,710.12円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年５月１日
至　平成20年10月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年10月31日）

１株当たり四半期純利益金額 18,989.91円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
18,458.68円

１株当たり四半期純利益金額 8,074.16円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
7,811.25円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成20年５月１日
至　平成20年10月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成21年５月１日
至　平成21年10月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 870,994 393,750

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 870,994 393,750

期中平均株式数（株） 45,866 48,767

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円）

（うち持分変動損失（千円））

－

　（－）

2,718

（2,718）

普通株式増加数（株） 1,320 1,293

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －
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前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年８月１日
至　平成20年10月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

１株当たり四半期純利益金額 8,478.37円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
8,270.91円

１株当たり四半期純利益金額 2,102.51円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額
2,013.01円

　（注）　１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。

 
前第２四半期連結会計期間
（自　平成20年８月１日
至　平成20年10月31日）

当第２四半期連結会計期間
（自　平成21年８月１日
至　平成21年10月31日）

１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益（千円） 389,400 106,715

普通株主に帰属しない金額（千円） －     －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 389,400 106,715

期中平均株式数（株） 45,929 50,756

         

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額         

四半期純利益調整額（千円）

（うち持分変動損失（千円））

－

（－）　

2,581

（2,581）

普通株式増加数（株） 1,152 974

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－ －
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（重要な後発事象）

当第２四半期連結会計期間（自　平成21年８月１日　至　平成21年10月31日）

１．自己株式の取得

当社は、平成21年12月３日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用され

る同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することを決議いたしました。

(1）理由 機動的な資本政策を遂行することを可能とし、かつＭ＆Ａも含めた将来の企業規

模拡大の原資等にするため

(2）取得する株式の種類 普通株式

(3）取得する株式の数 1,500株（上限)

(4）株式取得価額の総額 500百万円（上限)

(5）自己株式取得の日程 平成21年12月４日から平成22年４月30日まで

(6）取得の方法 東京証券取引所における市場買付
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２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年12月８日

フリービット株式会社

　取締役会　御中

監査法人トーマツ

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 広瀬　勉　　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 山澄　直史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフリービット株式会

社の平成20年５月１日から平成21年４月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成20年８月１日から平成

20年10月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成20年５月１日から平成20年10月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、フリービット株式会社及び連結子会社の平成20年10月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年12月３日

フリービット株式会社

　取締役会　御中

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 広瀬　勉　　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山澄　直史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているフリービット株式会

社の平成21年５月１日から平成22年４月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年８月１日から平成

21年10月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年５月１日から平成21年10月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期

レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、フリービット株式会社及び連結子会社の平成21年10月31日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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